
※主な事業とは、市が実施しようとする新規事業・投資的経費等を中心に抜粋したもので、市が行う全ての事業を掲載したものではありません。

（単位：千円）

担当課 事項 要求額 要　求　内　容 査定額 査定理由

福祉政策
課

奈良市遺族会補助金
（戦没者遺族の集い終
戦70周年記念）

2,000
奈良市遺族会主催の戦没者遺族の集い（終戦７０周年記念）事業に対する
補助金

2,000 Ａ

福祉政策
課

都祁福祉センター整備 22,851 都祁福祉センターの屋根防水改修、エレベーター用蓄電池交換等を行う。 8,000 Ｄ

障がい福祉
課

情報システム最適化事
業（障害福祉システム）

31,196 奈良市情報システム最適化計画に基づく障害福祉システム導入経費 30,910 Ａ

障がい福祉
課

社会保障・税番号制度
対応事業（障害福祉シ
ステム）

18,360 社会保障・税番号制度対応に伴う障害福祉システムの改修経費 14,700 Ｂ

障がい福祉
課

日本オストミー協会第
27回全国大会（奈良大
会）補助金

150
公益社団法人日本オストミー協会第２７回全国大会（奈良大会）の開催に対
する補助金

150 Ａ

障がい福祉
課

精神障害者医療費助成
経費

28,616 精神障害者保健福祉手帳１級所持者に対する医療費の一部を助成する。 28,000 Ｂ

障がい福祉
課

総合福祉センター改修
整備

829 総合福祉センターの修繕等 800 Ｂ

保護第一
課

生活困窮者自立支援事
業

61,832
生活困窮者自立支援法に基づき、就労支援等について生活困窮者からの
相談、情報提供、助言を行う自立相談支援事業を行う。

59,661 Ｂ

保護第一
課

社会保障・税番号制度
対応事業（生活保護シ
ステム）

7,128 社会保障・税番号制度対応に伴う生活保護システムの改修経費 5,700 Ｂ

保護第一
課

救護施設耐震化整備補
補助金

499,950
老朽化した救護施設の安全性を確保するため、耐震化整備を行う社会福祉
法人に対する補助金

499,950 Ａ

長寿福祉
課

社会保障・税番号制度
対応事業（高齢福祉シ
ステム）

10,980 社会保障・税番号制度対応に伴う高齢福祉システムの改修経費 10,500 Ｂ

長寿福祉
課

軽費老人ホーム運営費
補助事業

325,000 軽費老人ホーム運営に係る運営費補助 325,000 A

長寿福祉
課

認知症コーディネーター
事業経費（介護保険特
別会計）

1,802
市主催の研修を受講した認知症コーディネーターを地域包括支援センター
に配置し、介護と医療の連携強化や地域における支援体制の強化・拡充を
図る。

1,793 Ｂ

長寿福祉
課

認知症相談事業経費
（介護保険特別会計）

450
現在、奈良市役所で週１回実施している認知症相談を、西部会館において
も実施する。

450 Ａ

長寿福祉
課

高齢者見守りネットワー
ク（介護保険特別会計）

177
認知症等により行方不明となった高齢者を早期に発見し保護できるよう関
係機関による支援体制を構築し、高齢者の安全とその家族等への支援を図
ることを目的として、ネットワークを設置する。

150 Ｂ

長寿福祉
課

行方不明高齢者ＧＰＳ
事業経費（介護保険特
別会計）

1,312
認知症の方が住み慣れた地域で安心した在宅生活を送るため、徘徊時に
対応するGPS通信端末賃借に要する費用を助成する。

1,134 Ｂ

長寿福祉
課

認知症ケアパス事業経
費（介護保険特別会
計）

1,280
認知症の症状が発生した場合に、いつ、どこで、どの様な支援を受ければよ
いか理解できるような認知症ケアパス（状態に応じた適切医療や介護サー
ビスなどの提供の流れ）を作成し広く普及する。

900 Ｂ

長寿福祉
課

認知症初期集中支援
チーム事業経費（介護
保険特別会計）

7,181
複数の専門職が、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問
し，初期支援を包括的・集中的に行い適切な治療につなげ自立生活をサ
ポートする。

6,919 Ｂ

長寿福祉
課

高齢者福祉施設整備 27,000 老人福祉センター及び老人憩いの家の改修工事 2,800 Ｄ

国保年金
課

社会保障・税番号制度
対応事業（国保年金シ
ステム）

27,681 社会保障・税番号制度対応に伴う国保年金システムの改修経費 25,000 Ｂ

国保年金
課

税制改正に伴う国保年
金システム改修経費

6,999
国民健康保険料の軽減判定所得基準引上げに伴う、国保年金システム改
修経費

2,600 Ｂ

国保年金
課

情報システム最適化事
業（国保年金システム）

91,950 奈良市情報システム最適化計画に基づく国保年金システム導入経費 91,950 Ａ

福祉医療
課

社会保障・税番号制度対応
事業（後期高齢システム）（後
期高齢者医療特別会計）

14,285 社会保障・税番号制度対応に伴う後期高齢システムの改修経費 12,000 Ｂ

福祉医療
課

情報システム最適化事
業（福祉情報システム）

10,086 奈良市情報システム最適化計画に基づく福祉情報システム導入経費 9,994 Ａ
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福祉医療
課

後期高齢者医療システム
改修（後期高齢者医療特
別会計）

9,471 延滞金等の取扱変更に伴う後期高齢者医療システムの改修経費 5,500 Ｂ

介護福祉
課

情報システム最適化事
業（介護長寿システム）

40,877 奈良市情報システム最適化計画に基づく介護長寿システム導入経費 40,502 Ａ

介護福祉
課

介護保険制度改正に伴うシ
ステム改修委託経費（後期
分）（介護保険特別会計）

19,177 介護保険制度改正に伴う介護保険システムの改修経費 18,000 Ｂ

介護福祉
課

社会保障・税番号制度対
応事業（介護保険システ
ム）（介護保険特別会計）

13,277 社会保障・税番号制度対応に伴う介護保険システムの改修経費 12,000 Ｂ

査定理由 Ａ：要求どおり全額を認めているもの

Ｂ：単価・数量・金額を精査し、所要額を予算措置したもの

Ｃ：実施方法の変更や内容の見直しを行い、所要額を予算措置したもの

Ｄ：優先順位をつけ、一部もしくは全部を次年度以降に先送りしたもの

Ｅ：実施時期・事業効果の検討等、内容調整が必要と判断したもの

Ｆ：国の補正予算を活用して、一部もしくは全部を平成26年度に前倒ししたもの


